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令和６年度八千代町一般会計補正予算（第５号） 

 

 

 令和６年度八千代町の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

 （ 歳入歳出予算の補正 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０４，５０６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１１，３９４，２９７千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、  

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （ 繰越明許費 ） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、   

「第２表 繰越明許費」による。 

 

 

 

   令和７年２月４日 提出 

 

                                 八千代町長  野 村  勇  



歳   入 （単位：千円）

15

2 国 庫 補 助 金

20

1 繰 越 金 904,775 △1,001 903,774

　　　　　　　  歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 11,289,791 104,506 11,394,297

380,596 105,507 486,103

繰 越 金 904,775 △1,001 903,774

計

国 庫 支 出 金 1,420,654 105,507 1,526,161

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額
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歳   出 （単位：千円）

2

1 総 務 管 理 費

3

1 社 会 福 祉 費

2 児 童 福 祉 費

5

1 農 業 費

6

1 商 工 費

9

1 教 育 総 務 費

                歳          出          合          計 11,289,791 104,506 11,394,297

教 育 費 838,758 7,072 845,830

193,210 7,072 200,282

商 工 費 43,841 11,000 54,841

43,841 11,000 54,841

農 林 業 費 1,173,814 3,124 1,176,938

1,173,814 3,124 1,176,938

2,236,011 77,278 2,313,289

1,309,897 4,382 1,314,279

2,809,986 1,650 2,811,636

民 生 費 3,545,908 81,660 3,627,568

計

総 務 費 3,082,044 1,650 3,083,694

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額
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第 ２ 表 

繰 越 明 許 費 
 

款 項 事  業  名 金    額 

０３．民 生 費 ０１．社会福祉費 低 所 得 者 支 援 給 付 金 給 付 費 ５９，６５７千円 

０５．農 林 業 費 ０１．農 業 費 農業水路等長寿命化・防災減災事業（太田地区） ７２，４４０千円 

０８．消 防 費 ０１．消 防 費 消 防 自 動 車 購 入 事 業 ４６，１５６千円 
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1 総 　括
（単位：千円）

15

20 繰 越 金 904,775 △1,001 903,774

歳　　入　　合　　計 11,289,791 104,506 11,394,297

計

国 庫 支 出 金 1,420,654 105,507 1,526,161

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳   入

款 補 正 前 の 額 補  正  額



 

　歳　出 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

2 総 務 費 3,082,044 1,650 3,083,694 1,650

3 民 生 費 3,545,908 81,660 3,627,568 80,457 1,203

5 農 林 業 費 1,173,814 3,124 1,176,938 2,900 224

6 商 工 費 43,841 11,000 54,841 10,500 500

9 教 育 費 838,758 7,072 845,830 10,000 △2,928

11,289,791 104,506 11,394,297 105,507 △1,001歳　　出　　合　　計

補    正    額    の    財    源    内    訳

款 特    定    財    源
一般財源

- 7 -



２　歳　入
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（単位：千円）（款） 15 （項） 2

金　額

1 302,439 105,507 1 総務費国庫補助金 105,507 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 105,507

（款） 20 （項） 1

1 904,775 △1,001 1 前年度繰越金 △1,001 前年度繰越金 △1,001繰越金 903,774

計 904,775 △1,001 903,774

繰越金 繰越金

総務費国庫補助金 407,946

計 380,596 105,507 486,103

目 補正前の額 補 正 額 計

国庫支出金 国庫補助金

節

区　分
説　　明



３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

6 1,650 219,995 18 負担金､補助 1,650 ○デマンド交通運行事業 1,650
及び交付金     （臨時交付金）地域公共交通

    物価高騰支援給付金 1,650

（款） （項） 1

2 12,267 335,932 767 18 負担金､補助 12,267 ○高齢者支援事業 12,267
及び交付金     （臨時交付金）高齢者介護施

    設物価高騰対策支援金 12,267

8 5,354 778,626 254 18 負担金､補助 5,354 ○障害者（児）社会参加支援事業 5,354
及び交付金     （臨時交付金）障がい福祉施

    設物価高騰対策支援金 5,354

16 59,657 59,657 1 報 酬 500 ○低所得者支援給付金給付費 59,137

8 旅 費 20     通信運搬費 463

10 需 用 費 200     システム改修業務委託料 500

11 役 務 費 737     低所得者支援給付金 57,200

12 委 託 料 1,000   年度任用職員人件費 520

18 負担金､補助 57,200     会計年度任用職員費用弁償 20
及び交付金

一般会計

1,021計 2,236,011 77,278 2,313,289 76,257

○低所得者支援給付金給付費会計

    会計年度任用職員報酬 500

金給付費
    電算処理業務委託料 500

    消耗品費 200支援及び
定額減税

    手数料 274不足給付

祉費

低所得者 0 59,657

費

障害者福 773,272 5,100

3 民生費 社会福祉費

老人福祉 323,665 11,500

計 2,809,986 1,650 2,811,636 1,650

企画費 218,345 1,650

目 補正前の額 補 正 額 計

2 総務費 総務管理費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明
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（単位：千円）（款） （項） 2

そ の 他

1 4,382 207,434 182 18 負担金､補助 4,382 ○子育て環境整備支援事業 4,382
及び交付金     （臨時交付金）教育・保育施

    設緊急対策支援事業費補助金 4,382

（款） （項） 1

5 3,124 3,749 224 18 負担金､補助 3,124 ○畜産振興事業 3,124
及び交付金     （臨時交付金）畜産農家飼料

    高騰支援事業補助金 3,124

（款） （項） 1

2 11,000 22,062 500 18 負担金､補助 11,000 ○中小企業支援事業 11,000
及び交付金     （臨時交付金）八千代町運送

    事業者等支援金 11,000

（款） （項） 1

2 7,072 189,670 △2,928 10 需 用 費 10 ○スタートアップ事業 7,072

11 役 務 費 162     （臨時交付金）通信運搬費 85

18 負担金､補助 6,900     料 77
及び交付金     （臨時交付金）スタートアッ

    プ事業助成金 6,900

計 193,210 7,072 200,282 10,000 △2,928

    （臨時交付金）消耗品費 10

    （臨時交付金）口座振込手数

500

9 教育費 教育総務費

事務局費 182,598 10,000

費

計 43,841 11,000 54,841 10,500

224

6 商工費 商工費

商工振興 11,062 10,500

計 1,173,814 3,124 1,176,938 2,900

5 農林業費 農業費

畜産業費 625 2,900

計 1,309,897 4,382 1,314,279 4,200 182

児童福祉 203,052 4,200
総務費

目 補正前の額 補 正 額 計

3 民生費 児童福祉費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ　  

　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

2　一　　般　　職

　

職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 159 (69) 79,924 618,544 426,741 1,125,209

補 正 前 159 (69) 79,424 618,544 426,741 1,124,709

比 較 0（0) 500 0 0 500

( )内は再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員短時間勤務の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 14,964 17,143 7,729 10 22,357 152,884 122,340 6,044 1,390 604 81,246

補 正 前 14,964 17,143 7,729 10 22,357 152,884 122,340 6,044 1,390 604 81,246

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

1,334,490

500

給　　　与　　　費
区　　分 共済費 合  計

209,781

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

1　特　　別　　職

             （単位:千円）

区 分

備   考

（１）　総　　　　括

　　　職員手当の内訳

1,334,990

209,781
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    ア　会計年度任用職員以外の職員

　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　

職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 0 (62) 79,924 0 25,445 105,369

補 正 前 0 (62) 79,424 0 25,445 104,869

比 較 　0（0) 500 0 0 500

( )内は短時間勤務職員の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 0 0 0 0 0 13,779 11,666 0 0 0 0

補 正 前 0 0 0 0 0 13,779 11,666 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

    イ　会計年度任用職員              （単位:千円）

区　　分
給　　　与　　　費

共済費 合  計 備   考

　　　職員手当の内訳

区 分

16,110 121,479

16,110 120,979

0 500



（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

（3）　給料及び職員手当の状況

　　イ　初　任　給

　　ウ　級　別　等　職　員　数

　　　エ　昇給

　　　オ　期末・勤勉手当

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

　　　キ　特殊勤務手当

　　　ク　その他の手当

　　　　級別の標準的な職務内容

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　ア　職員１人当たりの給与

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

　　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時 （単位：千円）

支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,650 23,564 25,214 19,381

0101010200-0000 まちづくり推進課

事業

0004 デマンド交通運行事業 (簡略番号：014475) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属

県支出金
地方債事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

5,834

財
源
内
訳

国庫支出金 1,650 1,650

3,699 3,699
19,865 19,865

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

備品購入費
　・町外へアクセス出来る地域間幹線系統バスに接続したり、町内医療機関や商業施設等へ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　運行を実施する。 02 給料 17

補正査定
　・移動手段に不便をきたしている高齢者等、地域住民の交通手段として、デマンド交通の 01 報酬 16 公有財産購入費

05 災害補償費 20 貸付金

1,650 1,650
　の移動手段としてデマンド交通を運行することにより、交通空白地帯を解消する。 04 共済費 19 扶助費

　地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令又は従来の経緯 06 恩給及び退職年金 21

寄附金
３．事業費当初予算比較 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　交付要綱 09 交際費 24 積立金

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

1,650

５．主な要求内容 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 1,650
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 14 工事請負費

　負担金　１，６５０，０００円
　支給額　１事業所　５５０，０００円×３事業所

　エネルギー高騰の影響を受けた町公共交通事業者を支援するため、１事業所あたり５５万 国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 1,650
　円を支給する。

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

計 上 額実施
計画

実施計画

02款 01項 06目 000400000事業 デマンド交通運行事業



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 02 老人福祉費 所属 0101040100-0000 福祉介護課

11,525

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

25,513 10,030 15,484

財
源
内
訳

国庫支出金 11,500 25

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 12,267 13,246
0002 高齢者支援事業 (簡略番号：013854) 区　　分 今回補正額

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

5,371 6,138

県支出金 12 12

事業

7,838 7,838
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 767

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　よう養護老人ホームへの入所措置の実施や、措置施設である利根老人ホームの安定した運 02 給料 17

補正査定
　生活が困窮した身寄りのない高齢者を保護し、自立した日常生活を営み、社会参加できる 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

12,267 12,267
　人等が、生活困窮者等に対し介護保険サービスの利用者負担を減免した際に、町が一部を 04 共済費 19 扶助費
　営のための負担金の納付を実施する。また、介護保険サービスの利用促進のため、社会法 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

補償、補填及び賠償金

２．根拠法令又は従来の経緯 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　助成することで、高齢者支援を図る。 05 災害補償費 20 貸付金

　減に対する助成事業実施要綱 09 交際費 24 積立金
　老人福祉法、八千代町老人福祉法施行細則、八千代町社会福祉法人等による利用者負担軽 08 旅費 23 投資及び出資金

　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
３．事業費当初予算比較 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 12,267
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費

　原油価格や物価が高騰している状況が継続していることを鑑み、食材費や光熱費等施設運 国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 11,500
　営に係る経費の一部を支援する。

12,267

５．主な要求内容 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　【介護施設　26事業所　12,267千円】
　

　
　社会福祉施設等物価高騰対策支援金

　
　②通所系　一律　１事業所　200,000円　加算　20円×1食×定員数×365日

　①入所系　一律　１事業所　200,000円　加算　20円×3食×定員数×365日
　　5事業所　6,409,300円

　　10事業所　2,000,000円

実施
計画

実施計画

　　11事業所　3,857,100円
　 補助金等の名称
　③訪問系　一律　１事業所　200,000円　 補助基本額 補助率 補助金額

03款 01項 02目 000200000事業 高齢者支援事業

計 上 額

- 17 -
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

5,354 8,910
0001 障害者（児）社会参加支援事業 (簡略番号：001912) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 08 障害者福祉費 所属 0101040100-0000 福祉介護課

地方債

5,178
県支出金 369 369

事業
14,264 2,769 11,496

財
源
内
訳

国庫支出金 5,100 78

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

8,463 8,717

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 254
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

備品購入費
　申請者数は年々増加している。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　身の安定に寄与し、福祉の増進に寄与する。保健所の指導及び指定難病数の増加により、 02 給料 17
　・難病患者に対する見舞金支給事業については、手当を支給することにより難病患者の心 01 報酬 16 公有財産購入費

　で在宅の障がい児を療育している保護者に対して手当を支給する。在宅の障がい児の介護 05 災害補償費 20 貸付金

5,354 5,354
　・在宅心身障害児福祉手当支給事業については、障害者手帳の等級が1級、2級、3級程度 04 共済費 19 扶助費

　・重度身体障害者（児）住宅リフォーム助成事業については、特定の障がいがある身体障 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　っている。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　にあたる保護者とその家族の精神的、身体的労苦に報いるとともに経済的援助の一助とな 06 恩給及び退職年金 21

寄附金
11 役務費 26 公課費

　成するもので、障がい者が在宅で安心して生活していくため、必要な事業である。 10 需用費 25
　害者、知的障害者の居住する住宅をその障がい者に適するように改善するための経費を助 09 交際費 24 積立金

　八千代町難病患者福祉手当支給要綱、在宅心身障害児福祉手当支給条例 13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令又は従来の経緯 12 委託料 27 繰出金

5,354
３．事業費当初予算比較
　（補正予算のため省略） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 5,354
　八千代町重度障害者（児）住宅リフォーム助成事業要項 14 工事請負費

　（補正予算のため省略）

国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 5,100
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況

　光熱費等、施設運営に係る経費の一部を支援する。
　

５．主な要求内容
　原油価格や物価が高騰している状況が継続していることを鑑み、昨年度と同様、食材費や

　
　②通所系　一律　1事業所　200,000円　加算 20円×1食×定員数×365日 補助金等の名称
　　　7事業所　2,714,000円 補助基本額 補助率 補助金額

　①入所系　一律　1事業所　200,000円　加算 20円×3食×定員数×365日
　　　2事業所　2,239,600円

計 上 額

　
　③訪問系　一律　1事業所　200,000円　加算 20円×1食×定員数×365日

実施
計画

実施計画
　　　2事業所　400,000円

03款 01項 08目 000100000事業 障害者（児）社会参加支援事業



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 16 低所得者支援及び定額減税不 所属 0101040100-0000 福祉介護課

59,137

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

59,137 59,137

財
源
内
訳

国庫支出金 59,137

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 59,137
0001 低所得者支援給付金給付費 (簡略番号：017417) 区　　分 今回補正額

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
県支出金

事業

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　年金物価スライド等で賄いきれない部分を概ねカバーできる水準として、住民税非課税世 02 給料 17

補正査定
　低所得世帯の食料品やエネルギー関係等の消費支出に対する物価高の影響のうち賃上げや 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

　一人当たり２万円を加算措置する。 05 災害補償費 20 貸付金

57,200 57,200
　住民税非課税世帯のうち、子育て世帯については世帯人数が多いことを考慮して、子ども 04 共済費 19 扶助費
　帯一世帯当たり３万円を目安として給付する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

２．根拠法令又は従来の経緯 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 737 737 26 公課費
３．事業費当初予算比較 10 需用費 200 200 25

09 交際費 24 積立金

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 1,000 1,000 27 繰出金

59,137
５．主な要求内容
　①会計年度任用職員報酬　500,000円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 59,137
　（補正予算のため省略） 14 工事請負費

　　・事務用品　200,000円
　④通信運搬費　462,600円

　②費用弁償　20,000円 国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 59,137
　③消耗品費　200,000円

　　（返信用）1,800世帯×110円＝198,000円
　⑤手数料　273,900円

　　・郵便代　1,800世帯×140円＝252,000円
　　　　　　　90世帯×140円＝12,600円

　　・組戻手数料　60件×1,100円＝66,000円
　⑥委託料　1,000,000円 補助金等の名称
　　・システム改修業務委託料　500,000円 補助基本額 補助率 補助金額

　　・口座振替手数料　1,800世帯×110円＝198,000円
　　　　　　　　　　　90世帯×110円＝9,900円

03款 01項 16目 000100000事業 低所得者支援給付金給付費

計 上 額
　　・支給額　160人×20,000円＝3,200,000円

　　・電算処理業務委託料　500,000円
　⑦負担金　57,200,000円

実施
計画

実施計画
　　・支給額　1,800世帯×30,000円＝54,000,000円

- 19 -



- 20 -

款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 児童福祉費 01 児童福祉総務費 所属 0101040200-0000 こども家庭課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

45,357 45,357

財
源
内
訳

国庫支出金 4,200

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,382 40,975
0007 子育て環境整備支援事業 (簡略番号：015439) 区　　分 今回補正額

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

12,663 12,845

4,200
県支出金 18,312 18,312

事業

10,000 10,000
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 182

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　を整備する。 02 給料 17

補正査定
　特定教育・保育施設等の健全な運営及び保育内容の充実を図り、安全で安心な保育環境を 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

4,382 4,382
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　、八千代町保育対策総合支援事業費補助金交付要綱 06 恩給及び退職年金 21
　茨城県民間保育所等乳児等保育事業実施要項、八千代町多子世帯保育料軽減事業実施要領 05 災害補償費 20 貸付金

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

　町内の保育施設における物価高騰対策として、①食材の高騰に対応するための給食材料費 15 原材料費 合　計 4,382
５．主な要求内容 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費

　①負担金　令和7年１月１日現在在園児数　775人×960円（副食費公定価格の20％）×3月 国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 4,200
　　　　　　(1～3月分）＝2,232,000円

4,382
　の補助②原油価格高騰に対応するための光熱費の補助を行う。
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　　　　　　　150人未満100人以上　300,000円（2園）
　　　　　　　　100人未満70人以上　 250,000円（1園）

　
　②負担金　定員150人以上　　　　　 350,000円（2園）

　①、②計4,382,000円

　　　　　　　　 70人未満30人以上　 150,000円（4園）　
　　　　　　　　　　　　　　　　計2,150,000円

実施
計画

実施計画

補助金等の名称 重点支援地方交付金
補助基本額 補助率 補助金額

03款 02項 01目 000700000事業 子育て環境整備支援事業

計 上 額



款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

3,124 625
0001 畜産振興事業 (簡略番号：002814) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 05 畜産業費 所属 0101050200-0000 産業振興課

地方債

2,900
県支出金

事業
3,749 275 3,474

財
源
内
訳

国庫支出金 2,900

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

625 849

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 農－畜産業費 一般財源 224
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17
　１．地域農業の生産、流通体制の強化に取り組み、持続的な農業の振興を図る。 01 報酬 16 公有財産購入費

05 災害補償費 20 貸付金

3,124 3,124
　・飼養衛生管理基準 04 共済費 19 扶助費

08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 25
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金

　・畜産農家飼料高騰支援事業補助金　3,124千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 27 繰出金

3,124
　　○鶏（１羽当たり50円）　　　 300千円
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　○豚（１頭当たり1,000円）　　594千円 15 原材料費 合　計 3,124
　　○牛（１頭当たり5,000円）　2,230千円 14 工事請負費

国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 2,900

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

計 上 額実施
計画

実施計画

05款 01項 05目 000100000事業 畜産振興事業

- 21 -
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款 06 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
商工費 項 商工費 02 商工振興費 所属 0101050200-0000 産業振興課

10,500

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

14,529 3,324 11,206

財
源
内
訳

国庫支出金 10,500

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 11,000 3,529
0003 中小企業支援事業 (簡略番号：013970) 区　　分 今回補正額

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

529 1,029

県支出金

事業

3,000 3,000
補助単独区分 目的区分 商－その他 一般財源 500

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　業の経営安定化や地域活力の維持・向上を図る。 02 給料 17

補正査定
　１．中小企業事業資金保証料補助や創業支援等の中小企業支援を実施することで、町内企 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

　・八千代町中小企業事業資金融資斡旋条例 05 災害補償費 20 貸付金

11,000 11,000
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・八千代町中小企業事業資金保証料補助金交付規則 06 恩給及び退職年金 21

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

11,000
　　八千代町内に本社または営業所を有し、次の各号に掲げるいずれかの対象事業を営む中
　小企業者が、運輸局等に届出をしている事業車両に対して支援金を支給する。 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　・八千代町運送事業者等支援金 15 原材料費 合　計 11,000
５．主な要求内容 14 工事請負費

　≪積算根拠≫
　（１）一般貨物自動車運送事業（トラック等）　　：470台×20千円＝9,400千円

　 国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 10,500
　

　（４）自動車運転代行事業（代行）　　　　　　　： 20台×10千円＝　200千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予備費　　 700千円

　（２）一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）　： 30台×20千円＝  600千円
　（３）一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー等）： 10台×10千円＝　100千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　11,000千円

06款 01項 02目 000300000事業 中小企業支援事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 09 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
教育費 項 教育総務費 02 事務局費 所属 0101080100-0000 学校教育課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 5号補正 要求時

10,275 1 10,275

財
源
内
訳

国庫支出金 10,000

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 7,072 3,203
0010 スタートアップ事業 (簡略番号：016756) 区　　分 今回補正額

事業期間 令 7. 2. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

1,203 △1,725

10,000
県支出金

事業

2,000 2,000
補助単独区分 目的区分 教－教－教育総務費 一般財源 △2,928

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　る幼児、児童及び生徒の応援として、当初予定していた新中学1年生の保護者に加え、新 02 給料 17

補正査定
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている来春入学・進学や就職を予定す 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

２．根拠法令又は従来の経緯 05 災害補償費 20 貸付金

6,900 6,900
04 共済費 19 扶助費

　小学1年生及び新高校1年生の保護者に対し、こども１人につき２万円を給付する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 162 162 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 10 10 25

09 交際費 24 積立金

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

7,072
　　　10,000円
　・役務費　　　　　　　　　　　 162千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　消耗品費 15 原材料費 合　計 7,072
　・需用費　　　　　　　　　　 　 10千円 14 工事請負費

　　口座振込手数料
　　　77,000円

　　通信運搬費 国庫支出金 15020101028 物価高騰対応重点支援地方創生 10,000
　　　85,000円

　　　新小学１年生・新高校１年生　　　20,000円×345人＝6,900,000円
　　　

　・負担金、補助及び交付金　　6,900千円
　　スタートアップ事業助成金

補助金等の名称 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
補助基本額 10,275 補助率 100.0% 補助金額

09款 01項 02目 001000000事業 スタートアップ事業

計 上 額

10,275

実施
計画

実施計画
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